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(57)【要約】
【課題】十分な低弾性率、高伸び率、絶縁信頼性、耐熱性及び金属箔との接着性を有しつ
つ、低比誘電率及び低誘電正接に優れる樹脂組成物、該樹脂組成物を用いたプリプレグ、
樹脂付き金属箔、積層板及びプリント配線板を提供する。
【解決手段】（Ａ）アクリルポリマー、（Ｂ）熱硬化性樹脂及び（Ｃ）活性エステル硬化
剤を含有する樹脂組成物、該樹脂組成物を用いたプリプレグ、樹脂付き金属箔、積層板及
びプリント配線板である。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）アクリルポリマー、（Ｂ）熱硬化性樹脂及び（Ｃ）活性エステル硬化剤を含有す
る樹脂組成物。
【請求項２】
　前記（Ａ）アクリルポリマーが、下記一般式（Ａ１）で表される（メタ）アクリル酸エ
ステル由来の構造単位を含むアクリルポリマーである、請求項１に記載の樹脂組成物。
【化１】

（式中、ＲＡ１は水素原子又はメチル基を示し、ＲＡ２はアルキル基、シクロアルキル基
、アリール基又はアラルキル基を示す。）
【請求項３】
　前記（Ａ）アクリルポリマーの重量平均分子量が、１００，０００～１，５００，００
０である、請求項１又は２に記載の樹脂組成物。
【請求項４】
　前記（Ａ）アクリルポリマーの含有量が、樹脂組成物の固形分総量１００質量部に対し
て、３～３０質量部である、請求項１～３のいずれか１項に記載の樹脂組成物。
【請求項５】
　前記（Ｂ）熱硬化性樹脂が、エポキシ樹脂を含む、請求項１～４のいずれか１項に記載
の樹脂組成物。
【請求項６】
　前記（Ｃ）活性エステル硬化剤が、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、フェノール
ノボラック及びジシクロペンタジエン型ジフェノールからなる群から選択される１種以上
のフェノール化合物由来の構造を含むものである、請求項１～５のいずれか１項に記載の
樹脂組成物。
【請求項７】
　さらに、（Ｄ）硬化促進剤を含有する、請求項１～６のいずれか１項に記載の樹脂組成
物。
【請求項８】
　前記（Ｄ）硬化促進剤が、アミン類及びイミダゾール類からなる群から選択される１種
以上である、請求項７に記載の樹脂組成物。
【請求項９】
　さらに、（Ｅ）フィラーを含有する、請求項１～８のいずれか１項に記載の樹脂組成物
。
【請求項１０】
　前記（Ｅ）フィラーが無機フィラーである、請求項９に記載の樹脂組成物。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の樹脂組成物を基材に含浸してなる、プリプレグ
。
【請求項１２】
　請求項１～１０のいずれか１項に記載の樹脂組成物と金属箔とを積層してなる、樹脂付
き金属箔。
【請求項１３】
　請求項１１に記載のプリプレグ又は請求項１２に記載の樹脂付き金属箔を積層し加熱加
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圧してなる、積層板。
【請求項１４】
　請求項１３に記載の積層板を回路加工してなる、プリント配線板。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、樹脂組成物、プリプレグ、樹脂付き金属箔、積層板及びプリント配線板に関
する。
【背景技術】
【０００２】
　情報電子機器の急速な普及に伴って、電子機器の小型化及び薄型化が進んでおり、その
中に搭載されるプリント配線板にも高密度化及び高機能化の要求が高まっている。
　プリント配線板の高密度化は、基材となるガラスクロスの厚さをより薄くすること、例
えば、３０μｍ以下の厚さにすることで好適に成し遂げられるため、そのようなガラスク
ロスを備えたプリプレグが、昨今、開発及び上市されている。プリント配線板の高密度化
の進行により、プリント配線板の耐熱性、絶縁信頼性及び配線－基板間の接着性等を確保
することが困難になってきている。
【０００３】
　このような高機能プリント配線板に使用される配線板材料には、耐熱性、電気絶縁性、
長期信頼性、接着性等が要求されている。また、これらの高機能プリント配線板の中の１
つに挙げられるフレキシブルな配線板材料には、上記の特性に加え、柔軟性、低弾性等の
特性も要求されている。
【０００４】
　さらには、セラミック部品搭載後の基板において、セラミック部品と基板の熱膨張係数
の差、及び外的な衝撃によって発生する部品接続信頼性の低下も大きな課題となっている
。この問題の解決方法として、基材側からの応力緩和性が提唱されている。
　これらの要求を満たす電子材料として、具体的にはアクリロニトリルブタジエン系樹脂
、カルボキシ含有アクリロニトリルブタジエン樹脂等の架橋性官能基を付与したアクリル
ポリマーに熱硬化性樹脂を配合した樹脂組成物が提案されている（例えば、特許文献１～
３参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平８－２８３５３５号公報
【特許文献２】特開２００２－１３４９０７号公報
【特許文献３】特開２００２－３７１１９０号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、アクリルポリマー等の熱可塑性樹脂と熱硬化性樹脂とを含有してなる樹
脂組成物は、熱硬化性樹脂の硬化反応により発生する極性基の影響によって、十分に低誘
電正接化することができず、高周波用途への適用が困難であった。
【０００７】
　本発明の目的は、十分な低弾性率、高伸び率、絶縁信頼性、耐熱性及び金属箔との接着
性を有しつつ、低比誘電率及び低誘電正接に優れる樹脂組成物、該樹脂組成物を用いたプ
リプレグ、樹脂付き金属箔、積層板及びプリント配線板を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者らは、鋭意研究を重ねた結果、下記本発明により、上記課題を解決し得ること
を見出し、本発明を完成するに至った。すなわち、本発明は下記［１］～［１４］に関す
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る。
［１］（Ａ）アクリルポリマー、（Ｂ）熱硬化性樹脂及び（Ｃ）活性エステル硬化剤を含
有する樹脂組成物。
［２］前記（Ａ）アクリルポリマーが、下記一般式（Ａ１）で表される（メタ）アクリル
酸エステル由来の構造単位を含むアクリルポリマーである、上記［１］に記載の樹脂組成
物。
【化１】

（式中、ＲＡ１は水素原子又はメチル基を示し、ＲＡ２はアルキル基、シクロアルキル基
、アリール基又はアラルキル基を示す。）
［３］前記（Ａ）アクリルポリマーの重量平均分子量が、１００，０００～１，５００，
０００である、上記［１］又は［２］に記載の樹脂組成物。
［４］前記（Ａ）アクリルポリマーの含有量が、樹脂組成物の固形分総量１００質量部に
対して、３～３０質量部である、上記［１］～［３］のいずれかに記載の樹脂組成物。
［５］前記（Ｂ）熱硬化性樹脂が、エポキシ樹脂を含む、上記［１］～［４］のいずれか
に記載の樹脂組成物。
［６］前記（Ｃ）活性エステル硬化剤が、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、フェノ
ールノボラック及びジシクロペンタジエン型ジフェノールからなる群から選択される１種
以上のフェノール化合物由来の構造を含むものである、上記［１］～［５］のいずれかに
記載の樹脂組成物。
［７］さらに、（Ｄ）硬化促進剤を含有する、上記［１］～［６］のいずれかに記載の樹
脂組成物。
［８］前記（Ｄ）硬化促進剤が、アミン類及びイミダゾール類からなる群から選択される
１種以上である、上記［７］に記載の樹脂組成物。
［９］さらに、（Ｅ）フィラーを含有する、上記［１］～［８］のいずれかに記載の樹脂
組成物。
［１０］前記（Ｅ）フィラーが無機フィラーである、上記［９］に記載の樹脂組成物。
［１１］上記［１］～［１０］のいずれかに記載の樹脂組成物を基材に含浸してなる、プ
リプレグ。
［１２］上記［１］～［１０］のいずれかに記載の樹脂組成物と金属箔とを積層してなる
、樹脂付き金属箔。
［１３］上記［１１］に記載のプリプレグ又は［１２］に記載の樹脂付き金属箔を積層し
加熱加圧してなる、積層板。
［１４］上記［１３］に記載の積層板を回路加工してなる、プリント配線板。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、十分な低弾性率、高伸び率、絶縁信頼性、耐熱性及び金属箔との接着
性を有しつつ、低比誘電率及び低誘電正接に優れる樹脂組成物、該樹脂組成物を用いたプ
リプレグ、樹脂付き金属箔、積層板及びプリント配線板を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【００１０】
　以下、本発明の一実施形態について詳述するが、本発明は以下の実施形態に限定される
ものではない。
【００１１】
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［樹脂組成物］
　本実施形態の樹脂組成物は、（Ａ）アクリルポリマー（以下、「（Ａ）成分」ともいう
）、（Ｂ）熱硬化性樹脂（以下、「（Ｂ）成分」ともいう）及び（Ｃ）活性エステル硬化
剤（以下、「（Ｃ）成分」ともいう）を含有するものである。
【００１２】
＜（Ａ）アクリルポリマー＞
　（Ａ）成分は、アクリルポリマーであり、通常、（メタ）アクリル酸エステルをモノマ
ーとする重合体である。
　（Ａ）アクリルポリマーは１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　なお、本実施形態において、「（メタ）アクリル酸」とは、「アクリル酸」と「メタク
リル酸」の双方を示し、他の類似用語も同様である。
【００１３】
　（Ａ）アクリルポリマーは、下記一般式（Ａ１）で表される（メタ）アクリル酸エステ
ル由来の構成単位を含むアクリルポリマーであることが好ましい。
【００１４】
【化２】

（式中、ＲＡ１は水素原子又はメチル基を示し、ＲＡ２はアルキル基、シクロアルキル基
、アリール基又はアラルキル基を示す。）
【００１５】
　ＲＡ２で示されるアルキル基の炭素数は、１～２０が好ましく、１～１５がより好まし
く、２～１０がさらに好ましい。アルキル基としては、メチル基、エチル基、プロピル基
、ブチル基、２－エチルヘキシル基等が挙げられる。これらのアルキル基は置換基を有し
ていてもよい。アルキル基の置換基としては、例えば、シクロアルキル基、水酸基、ハロ
ゲン、含酸素炭化水素基、含窒素環状基等が挙げられる。シクロアルキル置換アルキル基
の炭素数は、６～１３が好ましく、７～１０がより好ましい。シクロアルキル置換アルキ
ル基としては、ノルボルニルメチル基、トリシクロデシルエチル基等が挙げられる。
　ＲＡ２で示されるシクロアルキル基の炭素数は、６～１３が好ましく、７～１０がより
好ましい。シクロアルキル基としては、シクロヘキシル基、ノルボルニル基、トリシクロ
デカニル基、イソボルニル基、アダマンチル基等が挙げられ、これらの中でも、ノルボル
ニル基、トリシクロデカニル基、イソボルニル基が好ましい。
　ＲＡ２で示されるアリール基の炭素数は、６～１３が好ましく、６～１０がより好まし
い。アリール基としては、フェニル基、ノニルフェニル基等が挙げられる。
　ＲＡ２で示されるアラルキル基の炭素数は、７～１５が好ましく、７～１１がより好ま
しい。アラルキル基としては、ベンジル基、４－メチルベンジル基等が挙げられる。
【００１６】
　（Ａ）アクリルポリマーの具体例としては、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アク
リル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピル、（メタ）アクリル酸ブチル、（メタ）アク
リル酸ヘキシル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸イソブチ
ル、（メタ）アクリル酸エチレングリコールメチルエーテル、（メタ）アクリル酸シクロ
ヘキシル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキ
シプロピル、（メタ）アクリル酸イソボルニル、（メタ）アクリル酸トリシクロ［５．２
．１，０（２，６）］デカ－８イル、（メタ）アクリル酸イソデシル、（メタ）アクリル
酸オクタデシル、（メタ）アクリル酸ラウリル、（メタ）アクリル酸アリル、（メタ）ア
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クリル酸ノルボルニルメチル、（メタ）アクリル酸トリシクロデシルエチル、（メタ）ア
クリル酸フェニル、（メタ）アクリル酸ノニルフェニル、（メタ）アクリル酸ベンジル、
（メタ）アクリル酸－４－メチルベンジル等が挙げられる。
【００１７】
　（Ａ）アクリルポリマーは、架橋性官能基を付与したアクリルポリマーであることが好
ましい。このようなアクリルポリマーは、（メタ）アクリル酸エステルと、架橋性の官能
基を有する共重合モノマー（以下、単に「架橋性共重合モノマー」ともいう）との共重合
体として得ることができる。架橋性共重合モノマーとしては、例えば、カルボキシ基、水
酸基、アミノ基、ビニル基、グリシジル基、エポキシ基等の架橋性の官能基を有するモノ
マーが挙げられる。これらの中でも、低吸湿性及び耐熱性の観点から、エポキシ基を有す
る架橋性共重合モノマーが好ましい。これらのモノマーは、二重結合を有する化合物が好
ましい。
【００１８】
　架橋性共重合モノマーとしては、例えば、アクリル酸、メタクリル酸等のカルボキシ基
を有するモノマー；アクリル酸グリシジル、メタクリル酸グリシジル等のエポキシ基を有
するモノマー；アクリル酸ヒドロキシエチル、アクリル酸ヒドロキシプロピル、メタクリ
ル酸ヒドロキシエチル、メタクリル酸ヒドロキシプロピル等の水酸基を有するモノマー；
アクリル酸ジメチルアミノエチル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル等のアミノ基を有
するモノマー；アクリルアミド、メタクリルアミド、ジメチルアクリルアミド、ジメチル
メタクリルアミド等のアミド基を有するモノマー；アクリルニトリル等のシアノ基を有す
るモノマーなどが挙げられる。これらは１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用し
てもよい。これらの中でも、電気絶縁信頼性の観点から、カルボキシ基を有するモノマー
、エポキシ基を有するモノマー、水酸基を有するモノマー、アミノ基を有するモノマーが
好ましく、低吸湿性及び耐熱性の観点から、エポキシ基を有するモノマーがより好ましく
、アクリル酸グリシジル、メタクリル酸グリシジルがさらに好ましい。
　また、上記一般式（Ａ１）に示されるもの以外の（メタ）アクリル酸エステル、アクリ
ル酸Ｎ－ビニルピロリドン、メタクリル酸Ｎ－ビニルピロリドン、Ｎ－アクリロイルモル
ホリン、Ｎ－メタクリロイルモルホリン、芳香族ビニル化合物、Ｎ－置換マレイミド類等
の重合性モノマーを（メタ）アクリル酸エステルと共に用いて（Ａ）アクリルポリマーを
得ることもできるが、得られる（Ａ）アクリルポリマーはニトリル基を有さないものであ
ることが好ましい。
【００１９】
　（Ａ）アクリルポリマーが、（メタ）アクリル酸エステルと、架橋性共重合モノマーと
の共重合体である場合、（メタ）アクリル酸エステルの使用量は、（メタ）アクリル酸エ
ステルと架橋性共重合モノマーとの総質量１００質量部に対して、７０～９９．５質量部
が好ましく、８０～９８質量部がより好ましく、９０～９７質量部がさらに好ましい。
　架橋性共重合体モノマーの使用量は、（メタ）アクリル酸エステルと架橋性共重合モノ
マーとの総量１００質量部に対して、０．５～３０質量部が好ましく、２～２５質量部が
より好ましく、３～２０質量部がさらに好ましい。このような範囲とすることにより、耐
熱性、金属箔との接着強度、絶縁信頼性等がより向上する傾向にある。
　（Ａ）アクリルポリマーの全原料モノマー中、（メタ）アクリル酸エステルと架橋性共
重合モノマーとの合計含有量は、８０質量％以上が好ましく、９０質量％以上がより好ま
しく、９５質量％以上がさらに好ましく、１００質量％であってもよい。
【００２０】
　（Ａ）アクリルポリマーがエポキシ基を有する場合、そのエポキシ当量は、２，０００
～１８，０００ｇ／ｅｑが好ましく、２，０００～８，０００ｇ／ｅｑがより好ましい。
エポキシ当量が２，０００ｇ／ｅｑ以上であると、貯蔵弾性率が大きくなりすぎることな
く、基板の寸法安定性が保持される傾向にあり、１８，０００ｇ／ｅｑ以下であると、硬
化物のガラス転移温度の低下が抑えられて基板の耐熱性が十分に保たれる。
　（Ａ）アクリルポリマーのエポキシ当量は、（メタ）アクリル酸グリシジルとこれと共
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重合可能な他のモノマーとを共重合する際、共重合比を適宜調整することで調節可能であ
る。
　エポキシ基を有する（Ａ）アクリルポリマーの市販品としては、例えば、「ＨＴＲ－８
６０」（ナガセケムテックス株式会社製、商品名、エポキシ当量２，９００ｇ／ｅｑ）、
「ＫＨ－ＣＴ－８６５」（日立化成株式会社製、商品名、エポキシ当量３，３００ｇ／ｅ
ｑ）等が入手可能である。
【００２１】
　（Ａ）アクリルポリマーの重量平均分子量は、１００，０００～１，５００，０００が
好ましく、低弾性及び伸び率を向上させる観点から、３００，０００～１，３００，００
０がより好ましく、３００，０００～１，１００，０００がさらに好ましい。（Ａ）アク
リルポリマーの重量平均分子量が上記下限値以上であると、（Ａ）アクリルポリマーと（
Ｂ）熱硬化性樹脂とが完全に相溶することなく相分離構造が形成され易い傾向にあり、上
記上限値以下であると、溶剤に溶解させ易く、取り扱い性及び分散性に優れる傾向にある
。
　なお、（Ａ）アクリルポリマーは、重量平均分子量の異なる２種以上を組み合わせても
よい。
　上記の重量平均分子量は、ゲル浸透クロマトグラフィー（ＧＰＣ）分析によって測定さ
れる値であって、標準ポリスチレン換算値を意味する。ＧＰＣ分析は、テトラヒドロフラ
ン（ＴＨＦ）を溶解液として用いて行うことができる。
【００２２】
　なお、（Ａ）アクリルポリマーは、室温（２５℃）で粉状であっても液状であってもよ
いが、溶剤への溶解性及び樹脂組成物中における（Ａ）アクリルポリマーの分散性に優れ
るという観点から、液状であることが好ましい。樹脂組成物への（Ａ）アクリルポリマー
の分散性を高める観点からは、（Ａ）アクリルポリマーは上述した化合物を溶剤へ分散し
た状態で用いることが好ましい。
【００２３】
　本実施形態の樹脂組成物中における（Ａ）アクリルポリマーの含有量は、特に限定され
ないが、樹脂組成物の固形分総量１００質量部に対して、３～３０質量部が好ましく、５
～２０質量部がより好ましく、８～１５質量部がさらに好ましい。（Ａ）アクリルポリマ
ーの含有量が上記下限値以上であると、（Ａ）アクリルポリマーの優れた特徴である低弾
性及び柔軟性が十分に得られる傾向にあり、また、上記上限値以下であると、金属箔との
十分な密着強度が得られる。
　ここで、本実施形態における「固形分」とは、有機溶剤等の揮発性成分を除いた不揮発
分のことであり、樹脂組成物を乾燥させた際に揮発せずに残る成分を示し、室温で液状、
水飴状又はワックス状のものも含む。
【００２４】
＜（Ｂ）熱硬化性樹脂＞
　（Ｂ）熱硬化性樹脂としては、特に限定されないが、エポキシ樹脂、シアネート樹脂、
ビスマレイミド類、ビスマレイミド類とジアミンとの付加重合物、フェノール樹脂、レゾ
ール樹脂、イソシアネート樹脂、トリアリルイソシアヌレート樹脂、トリアリルシアヌレ
ート樹脂、ビニル基含有ポリオレフィン化合物等が挙げられる。これらの中でも、耐熱性
、絶縁性、高ガラス転移温度等の性能のバランスに優れる観点から、エポキシ樹脂、シア
ネート樹脂が好ましい。
　（Ｂ）熱硬化性樹脂は１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
【００２５】
　エポキシ樹脂としては、１分子内に２個以上のエポキシ基を有するエポキシ樹脂が好ま
しい。
　エポキシ樹脂としては、公知のものを用いることができ、例えば、ビスフェノールＡ型
エポキシ樹脂、ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エポキシ樹脂、ビ
フェニル型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エポキシ樹脂、クレゾールノボラック
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型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡノボラック型エポキシ樹脂、リン含有エポキシ樹脂、
ナフタレン骨格含有エポキシ樹脂、アラルキレン骨格含有エポキシ樹脂、フェノールビフ
ェニルアラルキル型エポキシ樹脂、フェノールサリチルアルデヒドノボラック型エポキシ
樹脂、低級アルキル基置換フェノールサリチルアルデヒドノボラック型エポキシ樹脂、ジ
シクロペンタジエン骨格含有エポキシ樹脂、多官能グリシジルアミン型エポキシ樹脂、多
官能脂環式エポキシ樹脂、テトラブロモビスフェノールＡ型エポキシ樹脂等が挙げられる
。これらの中でも、溶液化する際の（Ａ）アクリルポリマーとの相溶性の観点から、エポ
キシ樹脂は、テトラブロモビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、フェノールノボラック型エ
ポキシ樹脂、ジシクロペンタジエン骨格含有エポキシ樹脂、リン含有エポキシ樹脂が好ま
しい。
【００２６】
　エポキシ樹脂の重量平均分子量は、２００～１，０００が好ましく、３００～９００が
より好ましい。エポキシ樹脂の重量平均分子量が上記下限値以上であると、耐熱性に優れ
る傾向にあり、上記上限値以下であると、低弾性及び柔軟性が発現され易い傾向にある。
　エポキシ樹脂のエポキシ当量は、相溶性の観点から、１５０～５００ｇ／ｅｑが好まし
く、１５０～４５０ｇ／ｅｑがより好ましく、１５０～３００ｇ／ｅｑがさらに好ましい
。
【００２７】
　（Ｂ）熱硬化性樹脂として使用されるシアネート樹脂としては、公知のものを用いるこ
とができ、ノボラック型シアネート樹脂、ビスフェノールＡ型シアネート樹脂、ビスフェ
ノールＥ型シアネート樹脂、ビスフェノールＦ型シアネート樹脂、テトラメチルビスフェ
ノールＦ型シアネート樹脂、ジシクロペンタジエン型シアネート樹脂等が挙げられる。こ
れらの中でも、溶液化する際の（Ａ）アクリルポリマーとの相溶性の観点から、ビスフェ
ノールＡ型シアネート樹脂を１種以上含むことが好ましい。
【００２８】
　本実施形態の樹脂組成物中における（Ｂ）熱硬化性樹脂の含有量は、特に限定されない
が、樹脂組成物の固形分総量１００質量部に対して、５～７０質量部が好ましく、１０～
６０質量部がより好ましく、１５～５０質量部がさらに好ましい。（Ｂ）熱硬化性樹脂の
含有量が上記下限値以上であると、（Ｂ）熱硬化性樹脂の優れた特徴である高弾性及び高
強度が十分に得られる傾向にあり、上記上限値以下であると、低弾性及び柔軟性に優れる
傾向にある。
【００２９】
＜（Ｃ）活性エステル硬化剤＞
　本実施形態の樹脂組成物は、硬化剤として（Ｃ）活性エステル硬化剤を用いることによ
り、熱硬化性樹脂の硬化反応によって生成する極性基の量を低減し、これによって得られ
る硬化物の誘電正接及び比誘電率を低減することができる。
　（Ｃ）活性エステル硬化剤としては、特に限定されるものではなく、例えば、フェノー
ルエステル化合物、チオフェノールエステル化合物、Ｎ－ヒドロキシアミンエステル化合
物、複素環ヒドロキシ化合物のエステル化化合物等の反応活性が高いエステル基を有する
ものが好ましく挙げられる。
　（Ｃ）活性エステル硬化剤は１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい
。
【００３０】
　（Ｃ）活性エステル硬化剤は、特に制限はないが、１分子中に２個以上のエステル基を
有する化合物が好ましく、２個以上のカルボン酸を有する化合物と、フェノール性水酸基
を有する芳香族化合物と、から得られる２個以上のエステル基を有する芳香族化合物がよ
り好ましい。なお、（Ｃ）活性エステル硬化剤は、直鎖状であってもよく分岐状であって
もよい。
【００３１】
　上記２個以上のカルボン酸を有する化合物が脂肪族鎖を含む化合物であれば、エポキシ
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樹脂との相溶性を高くすることができる。一方、上記２個以上のカルボン酸を有する化合
物が芳香族環を有する化合物であれば耐熱性を高くすることができる。
【００３２】
　上記２個以上のカルボン酸を有する化合物としては、芳香族モノカルボン酸、芳香族ジ
カルボン酸、脂肪族モノカルボン酸、脂肪族ジカルボン酸等が挙げられ、具体的には、安
息香酸、酢酸、コハク酸、マレイン酸、イタコン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタ
ル酸、ピロメリット酸等が挙げられる。これらの中でも、耐熱性の観点から、コハク酸、
マレイン酸、イタコン酸、フタル酸、イソフタル酸、テレフタル酸が好ましく、イソフタ
ル酸、テレフタル酸がより好ましい。
【００３３】
　上記フェノール性水酸基を有する芳香族化合物としては、２価又は３価以上のフェノー
ル化合物、ナフトール化合物等が挙げられ、具体的には、ハイドロキノン、レゾルシン、
ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＳ、フェノールフタリン、メチル
化ビスフェノールＡ、メチル化ビスフェノールＦ、メチル化ビスフェノールＳ、フェノー
ル、ｏ－クレゾール、ｍ－クレゾール、ｐ－クレゾール、カテコール、α－ナフトール、
β－ナフトール、１，５－ジヒドロキシナフタレン、１，６－ジヒドロキシナフタレン、
２，６－ジヒドロキシナフタレン、ジヒドロキシベンゾフェノン、トリヒドロキシベンゾ
フェノン、テトラヒドロキシベンゾフェノン、フロログルシン、ベンゼントリオール、ジ
シクロペンタジエニルジフェノール、フェノールノボラック等が挙げられる。
　これらの中でも、（Ｃ）活性エステル硬化剤は、耐熱性及び溶解性の観点から、ビスフ
ェノールＡ、ビスフェノールＦ、フェノールノボラック及びジシクロペンタジエン型ジフ
ェノールからなる群から選択される１種以上のフェノール化合物由来の構造を含むものが
好ましく、ジシクロペンタジエニルジフェノール及びフェノールノボラックからなる群か
ら選択される１種以上のフェノール化合物由来の構造を含むものがより好ましく、ジシク
ロペンタジエニルジフェノール由来の構造を含むものがさらに好ましい。
【００３４】
　２個以上のカルボン酸を有する化合物とフェノール性水酸基を有する芳香族化合物は、
各々について１種を単独で用いてもよく、２種以上を併用してもよい。
【００３５】
　（Ｃ）活性エステル硬化剤は、下記一般式（Ｃ１）で表される構造を含むものが好まし
い。
【００３６】
【化３】

（式中、ＲＣ１は、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、フェノールノボラック及びジ
シクロペンタジエン型ジフェノールからなる群から選択される１種以上のフェノール化合
物の２価の残基を示し、＊は結合基を示す。ｎは１～１０の整数を示す。ｎが２以上の整
数である場合、複数のＲＣ１は同一であっても異なっていてもよい。）
【００３７】
　（Ｃ）活性エステル硬化剤の製造方法は特に制限はないが、公知の方法により製造する
ことができ、具体的には、カルボン酸化合物とヒドロキシ化合物との縮合反応によって得
ることができる。また、（Ｃ）活性エステル硬化剤としては、特開２００４－２７７４６
０号公報に記載の活性エステル硬化剤を使用することもでき、市販のものを用いることも
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できる。
【００３８】
　市販されている（Ｃ）活性エステル硬化剤としては、ジシクロペンタジエニルジフェノ
ール構造を含むもの、フェノールノボラックのアセチル化物、フェノールノボラックのベ
ンゾイル化物等が好ましく、これらの中でも、ジシクロペンタジエニルジフェノール構造
を含むものがより好ましい。具体的には、ＨＰＣ－８０００－６５Ｔ（ＤＩＣ株式会社製
、エステル基当量約２２３ｇ／ｅｑ）、ＳＨＣ－５６００ＴＭ６５（ＳＨＩＮ－Ａ社製、
エステル基当量約２３８ｇ／ｅｑ）、ＥＸＢ９４６０Ｓ－６５Ｔ（ＤＩＣ株式会社製、エ
ステル基当量約２２３ｇ／ｅｑ）、ＤＣ８０８（三菱ケミカル株式会社製、エステル基当
量約１４９ｇ／ｅｑ）、ＹＬＨ１０２６（三菱ケミカル株式会社製、エステル基当量約２
００ｇ／ｅｑ）、ＹＬＨ１０３０（三菱ケミカル株式会社製、エステル基当量約２０１ｇ
／ｅｑ）、ＹＬＨ１０４８（三菱ケミカル株式会社製、エステル基当量約２４５ｇ／ｅｑ
）等が挙げられる。
【００３９】
　（Ｃ）活性エステル硬化剤のエステル基当量は、１５０～５００ｇ／ｅｑが好ましく、
１７０～４５０ｇ／ｅｑがより好ましく、２００～３００ｇ／ｅｑがさらに好ましい。
【００４０】
　本実施形態の樹脂組成物中における（Ｃ）活性エステル硬化剤の含有量は、特に限定さ
れないが、３～５０質量部が好ましく、５～４０質量部がより好ましく、８～３５質量部
がさらに好ましい。（Ｃ）活性エステル硬化剤の含有量が上記下限値以上であると、低誘
電正接が十分に得られる傾向にあり、上記上限値以下であると、銅箔引き剥がし強さに優
れる傾向にある。
【００４１】
＜（Ｄ）硬化促進剤＞
　本実施形態の樹脂組成物は、（Ｂ）熱硬化性樹脂の種類に応じて、（Ｄ）硬化促進剤（
以下、「（Ｄ）成分」ともいう）を含有していてもよい。
　（Ｂ）熱硬化性樹脂がエポキシ樹脂である場合、（Ｄ）硬化促進剤としては、特に限定
されないが、アミン類及びイミダゾール類からなる群から選択される１種以上が好ましい
。アミン類としては、ジシアンジアミド、ジアミノジフェニルエタン、グアニル尿素等が
挙げられる。イミダゾール類としては、２－フェニルイミダゾール、１－シアノエチル－
２－メチルイミダゾール、１－シアノエチル－２－ウンデシルイミダゾール、１－シアノ
エチル－２－フェニルイミダゾール、１－シアノエチル－２－フェニルイミダゾリウムト
リメリテイト、ベンゾイミダゾール等が挙げられる。
　（Ｄ）硬化促進剤は１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　本実施形態の樹脂組成物が（Ｄ）硬化促進剤を含有する場合、その含有量は、特に限定
されないが、樹脂組成物の固形分総量１００質量部に対して、０．０１～１０質量部が好
ましく、０．０５～２質量部がより好ましく、０．０７～０．５質量部がさらに好ましい
。なお、（Ｂ）熱硬化性樹脂がエポキシ樹脂である場合、（Ｄ）硬化促進剤の含有量は、
樹脂組成物中のオキシラン環の総量に応じて決定することができる。
【００４２】
＜（Ｅ）フィラー＞
　本実施形態の樹脂組成物は、さらに、（Ｅ）フィラー（以下、「（Ｅ）成分」ともいう
）を含有していてもよい。
　（Ｅ）フィラーとしては、特に限定されないが、熱膨張率の低減及び難燃性を確保する
観点から、無機フィラーが好ましい。無機フィラーとしては、シリカ、アルミナ、酸化チ
タン、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム、
ケイ酸カルシウム、酸化カルシウム、酸化マグネシウム、窒化アルミニウム、ほう酸アル
ミウイスカ、窒化ホウ素、炭化ケイ素等が挙げられる。（Ｅ）フィラーは１種を単独で用
いてもよいし、２種以上を併用してもよい。これらの中でも、比誘電率が低いこと、線膨
張率が低いこと等からシリカが好ましい。シリカとしては、湿式法又は乾式法で合成され
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た合成シリカ、破砕シリカ、溶融シリカ等が挙げられる。
【００４３】
　（Ｅ）フィラーの平均粒径としては、０．１～５．０μｍが好ましく、０．２～４．５
μｍがより好ましく、０．３～４．３μｍがさらに好ましい。平均粒径が上記下限値以上
であると、（Ｅ）フィラーが分散し易くなり、ワニスの粘度が低下し、取り扱い易くなる
ため作業性が良くなる傾向にある。また、平均粒径が上記上限値以下であると、ワニス化
の際に（Ｅ）フィラーの沈降が発生し難い傾向にある。
　ここで、本実施形態における平均粒径とは、粒子の全体積を１００％として粒子径によ
る累積度数分布曲線を求めたとき、体積５０％に相当する点の粒子径のことであり、レー
ザ回折散乱法を用いた粒度分布測定装置等で測定することができる。
【００４４】
　（Ｅ）フィラーは、（Ｅ－１）カップリング処理を施したフィラー（以下、「（Ｅ－１
）成分」ともいう）であってもよい。前記カップリング処理に用いるカップリング剤とし
ては、シランカップリング剤が好ましく、シランカップリング剤としては、アミノシラン
系カップリング剤、エポキシシラン系カップリング剤、フェニルシラン系カップリング剤
、アルキルシラン系カップリング剤、アルケニルシラン系カップリング剤、アルキニルシ
ラン系カップリング剤等が挙げられる。これらは１種を単独で用いてもよいし、２種以上
を併用してもよい。
【００４５】
　また、本実施形態の樹脂組成物が（Ｅ）フィラーを含有する場合、（Ｅ－１）成分及び
（Ｅ－２）カップリング処理を施していないフィラー（以下、「（Ｅ－２）成分」ともい
う）の両方を含むことがより好ましい。これにより樹脂組成物内のフィラー分散性をコン
トロールすることができ、各成分の特徴を十分に発現することが可能となる。
　（Ｅ－１）成分の平均粒径は、０．１～１．５μｍが好ましく、０．２～１．０μｍが
より好ましく、０．３～０．８μｍがさらに好ましい。（Ｅ－１）成分の平均粒径が上記
下限値以上であると、ワニス化した際にフィラーが分散し易くなり凝集が発生し難い傾向
にあり、上記上限値以下であると、ワニス化の際に（Ｅ）フィラーの沈降が発生し難い傾
向にある。
　（Ｅ－２）成分の平均粒径は、１．０～５．０μｍが好ましく、１．５～４．５μｍが
より好ましく、２．０～４．３μｍがさらに好ましい。（Ｅ－２）成分の平均粒径が上記
下限値以上であると、フィラーが分散し易くなり凝集が発生し難い傾向にあり、上記上限
値以下であるとワニス化の際にフィラーの沈降が発生し難い傾向にある。
【００４６】
　本実施形態の樹脂組成物が（Ｅ）フィラーを含有する場合、その含有量は、特に限定さ
れないが、樹脂組成物の固形分総量１００質量部に対して、１０～６０質量部が好ましく
、１５～５０質量部がより好ましく、２０～４０質量部がさらに好ましい。（Ｅ）フィラ
ーの含有量が上記下限値以上であると、線膨張率が低くなり十分な耐熱性が得られる傾向
がある。（Ｅ）フィラーの含有量が上記上限値以下であると、（Ａ）アクリルポリマーの
有する低弾性、柔軟性が十分に得られる傾向がある。
【００４７】
　（Ｅ－１）成分及び（Ｅ－２）成分を併用する場合、その質量比［（Ｅ－１）：（Ｅ－
２）］は、１０：９０～９０：１０が好ましく、２０：８０～８０：２０がより好ましく
、３０：７０～７０：３０がさらに好ましい。配合比が上記範囲内であると、（Ａ）アク
リルポリマー及び（Ｂ）熱硬化性樹脂、（Ｃ）活性エステル硬化剤の特徴が十分に発現さ
れる傾向にある。
【００４８】
＜（Ｆ）その他の硬化剤＞
　本実施形態の樹脂組成物は、（Ｃ）活性エステル硬化剤以外の（Ｆ）その他の硬化剤（
以下、「（Ｆ）成分」ともいう）を含有していてもよい。
　（Ｆ）その他の硬化剤としては、フェノールノボラック樹脂、クレゾールノボラック樹
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脂、ビスフェノールＡノボラック樹脂、ビフェニルノボラック型フェノール樹脂、アミノ
トリアジンノボラック型フェノール樹脂等のフェノール樹脂；ジシアンジアミド、ジアミ
ノジフェニルメタン、ジアミノジフェニルスルフォン等のアミン系硬化剤；無水ピロメリ
ット酸、無水トリメリット酸、ベンゾフェノンテトラカルボン酸等の酸無水物などが挙げ
られる。（Ｆ）その他の硬化剤は１種を単独で用いても、２種以上を併用してもよい。
　本実施形態の樹脂組成物では、（Ｂ）熱硬化性樹脂としてエポキシ樹脂を含むと共に、
金属箔との密着強度確保の観点から、（Ｆ）成分を含むことが好ましく、フェノール樹脂
を含むことがより好ましい。
【００４９】
　フェノール樹脂は、エポキシ樹脂との組み合わせに応じて任意の割合で使用することが
でき、通常、ガラス転移温度が高くなるようにその配合比を決定することができる。
　本実施形態の樹脂組成物がフェノール樹脂を含有する場合、その含有量は、特に限定さ
れないが、樹脂組成物の固形分総量１００質量部に対して、１～３０質量部が好ましく、
３～２０質量部がより好ましく、５～１２質量部がさらに好ましい。
【００５０】
　なお、本実施形態の樹脂組成物がエポキシ樹脂とその硬化剤とを含有する場合、硬化剤
の含有量は、特に限定されないが、エポキシ樹脂のエポキシ基に対する硬化剤由来の活性
基の総量は、０．５～１．５当量が好ましく、０．６～１．３当量がより好ましく、０．
７～１．２当量がさらに好ましい。硬化剤の含有量が上記範囲内であると、外層銅との接
着性、ガラス転移温度及び絶縁性に優れる傾向にある。
【００５１】
＜その他の成分＞
　本実施形態の樹脂組成物は、必要に応じて、メラミン樹脂等の架橋剤；リン系化合物等
の難燃剤；ゴム系エラストマー、導電性粒子、カップリング剤、流動調整剤、酸化防止剤
、顔料、レベリング剤、消泡剤、イオントラップ剤などを含有していてもよい。これらの
その他の成分は、公知のものを使用できる。
【００５２】
　本実施形態の樹脂組成物は、有機溶剤に溶解及び／又は分散させたワニス状の樹脂組成
物（以下、単に「ワニス」ともいう）であってもよい。ワニスに用いられる有機溶剤とし
ては、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン、シクロヘキサノン等の
ケトン系溶剤；トルエン、キシレン等の芳香族炭化水素系溶剤；メトキシエチルアセテー
ト、エトキシエチルアセテート、ブトキシエチルアセテート、酢酸エチル等のエステル系
溶剤；Ｎ－メチルピロリドン、ホルムアミド、Ｎ－メチルホルムアミド、Ｎ，Ｎ－ジメチ
ルアセトアミド等のアミド系溶剤；メタノール、エタノール、エチレングリコール、エチ
レングリコールモノメチルエーテル、エチレングリコールモノエチルエーテル、ジエチレ
ングリコール、トリエチレングリコールモノメチルエーテル、トリエチレングリコールモ
ノエチルエーテル、トリエチレングリコール、プロピレングリコールモノメチルエーテル
、ジプロピレングリコールモノメチルエーテル、プロピレングリコールモノプロピルエー
テル、ジプロピレングリコールモノプロピルエーテル等のアルコール系溶剤などが挙げら
れる。これらの有機溶剤は１種を単独で用いてもよいし、２種以上を併用してもよい。
　ワニス中の固形分濃度は、１０～７０質量％が好ましく、２０～６０質量％がより好ま
しく、３０～５０質量％がさらに好ましい。
【００５３】
　本実施形態の樹脂組成物の硬化物の２５℃における貯蔵弾性率は、応力緩和の観点から
、３．０×１０９Ｐａ以下が好ましく、２．５×１０９Ｐａ以下がより好ましく、２．０
×１０９Ｐａ以下がさらに好ましく、また、機械強度の観点からは、０．５×１０９Ｐａ
以上であってもよい。樹脂組成物の硬化条件及び貯蔵弾性率の測定方法は実施例に記載の
通りである。
【００５４】
［プリプレグ］
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　本実施形態のプリプレグは、本実施形態の樹脂組成物を基材に含浸してなるものである
。プリプレグは、例えば、ワニス状の本実施形態の樹脂組成物を基材に含浸した後、乾燥
させる方法により製造することができる。
　基材としては、通常、織布、不織布等の繊維基材が用いられる。繊維基材の材質として
は、例えば、ガラス、アルミナ、アスベスト、ボロン、シリカアルミナガラス、シリカガ
ラス、チラノ、炭化ケイ素、窒化ケイ素、ジルコニア等の無機繊維；アラミド、ポリエー
テルエーテルケトン、ポリエーテルイミド、ポリエーテルサルフォン、カーボン、セルロ
ース等の有機繊維；これらの混抄系などが挙げられる。
　基材の厚さは、１０～１００μｍが好ましく、２０～５０μｍがより好ましい。基材の
厚さを上記上限値以下とすることにより、任意に折り曲げ可能なプリント配線板を得るこ
とができ、製造プロセス上での温度、吸湿等に伴う寸法変化を小さくすることができる。
【００５５】
　プリプレグの製造条件は、特に限定されないが、得られるプリプレグ中において、ワニ
スに使用した有機溶剤が８０質量％以上揮発していることが好ましい。乾燥温度は、例え
ば、８０～１８０℃であり、乾燥時間はワニスのゲル化時間との兼ね合いで適宜設定され
る。また、ワニスの含浸量は、得られるプリプレグ中における本実施形態の樹脂組成物の
固形分含有量が、３０～８０質量％となる量が好ましい。
【００５６】
［樹脂付き金属箔］
　本実施形態の樹脂付き金属箔は、本実施形態の樹脂組成物と金属箔とを積層してなるも
のである。樹脂付き金属箔は、例えば、ワニス状の本実施形態の樹脂組成物を金属箔に塗
工し、乾燥させることで樹脂付き金属箔を製造することができる。乾燥条件は、例えば、
８０～１８０℃で乾燥させて製造することができる。
【００５７】
［積層板］
　本実施形態の積層板は、本実施形態のプリプレグ又は本実施形態の樹脂付き金属箔を積
層し加熱加圧してなる積層板である。なお、金属箔を配置した積層板を「金属張積層板」
と称することがある。
　金属張積層板は、例えば、本実施形態のプリプレグを複数枚積層した積層体の両側の接
着面と金属箔とを合わせるように重ね、真空プレス条件にて、通常、１３０～２５０℃、
好ましくは１５０～２３０℃で、圧力０．５～１０ＭＰａ、好ましくは１～５ＭＰａで加
熱加圧成形することによって製造することができる。他の金属張積層板の製造方法として
は、本実施形態の樹脂付き金属箔の樹脂面同士が向き合うように２枚重ね、真空プレスに
てプレスすることによって製造することができる。加熱加圧は、例えば、多段プレス、多
段真空プレス、連続成形、オートクレーブ成形機等を使用することができる。
【００５８】
　金属張積層板に用いられる金属箔としては、例えば、銅箔、アルミニウム箔等が挙げら
れる。金属箔の厚さは、一般的に積層板に用いられる厚さとすることができ、例えば、１
～２００μｍである。その他にも、例えば、ニッケル、ニッケル－リン、ニッケル－スズ
合金、ニッケル－鉄合金、鉛、鉛－スズ合金等を中間層とし、この両面に０．５～１５μ
ｍの銅層と１０～３００μｍの銅層を設けた３層構造の複合箔、アルミニウムと銅箔とを
複合した２層構造複合箔などを用いることができる。
【００５９】
［プリント配線板］
　本実施形態のプリント配線板は、本実施形態の積層板を回路加工してなるものである。
本実施形態のプリント配線板は、例えば、片面又は両面に金属箔が設けられた本実施形態
の積層板（金属張積層板）の金属箔に回路（配線）加工を施すことによって製造すること
ができる。
　さらに、本実施形態のプリント配線板に半導体を搭載することにより半導体パッケージ
を製造することもできる。半導体パッケージは、本実施形態のプリント配線板の所定の位



(14) JP 2019-199537 A 2019.11.21

10

20

30

40

50

置に、半導体チップ、メモリ等を搭載して製造することができる。
【実施例】
【００６０】
　以下、実施例を示し、本発明について具体的に説明するが、本発明はこれらに限定され
るものではない。
【００６１】
［樹脂組成物の製造］
実施例１～２０、比較例１～８
　表１～３に示す各成分のうち、（Ｄ）成分以外の各成分を、表１～３に示す配合量（表
中の数値は固形分の質量部であり、溶液又は分散液の場合は固形分換算量である。）で配
合し、メチルイソブチルケトンに溶解後、（Ｄ）成分を配合し、不揮発分（固形分濃度）
４０質量％のワニスを得た。
【００６２】
［プリプレグの作製］
　各例で作製したワニスを、厚さ０．０２８ｍｍのガラスクロス３３１３（日東紡績株式
会社製、商品名）に含浸した後、１４０℃にて１０分間加熱して乾燥させて、プリプレグ
を得た。
【００６３】
［樹脂付き銅箔の作製］
　各例で作製したワニスを、厚さ１８μｍの電解銅箔ＣＦＴ９Ｌ－ＵＲ－１８（福田金属
箔粉工業株式会社製、商品名）上に塗工機を用いて塗工し、１４０℃にて約６分間熱風乾
燥させて、樹脂組成物層の厚さが５０μｍの樹脂付き銅箔を作製した。
【００６４】
［銅張積層板の作製］
　４枚重ねたプリプレグの両側に厚さ１８μｍの電解銅箔ＣＦＴ９Ｌ－ＵＲ－１８（福田
金属箔粉工業株式会社製、商品名）を接着面がプリプレグと合わさるように重ね、２００
℃にて６０分間、４ＭＰａの真空プレス条件で加熱加圧して両面銅張積層板を作製した。
また、樹脂付き銅箔は樹脂面同士が向き合うように２枚重ね、２００℃にて６０分間、４
ＭＰａの真空プレス条件で加熱加圧して両面銅張積層板を作製した。
【００６５】
［評価方法］
（１）ワニス性（成分の相溶性）
　ワニス性は、作製したワニスを透明な容器に投入し、２４時間後の外観を目視観察して
評価した。ワニス色相が均一であるものはワニス成分の分離「なし」と判断した。結果を
表１～３に示す。
【００６６】
（２）プリプレグのタック性（密着発生の有無）
　プリプレグのタック性は、作製したプリプレグを２５０ｍｍ×２５０ｍｍサイズに加工
して１０枚重ねた後、密封封入可能な袋に入れたものを試験サンプルとして、これを温度
２５℃、湿度７０％の恒温恒湿環境に投入し、４８時間経過後に取り出したものについて
プリプレグ同士の密着発生有無を確認して評価した。一番下に配置したプリプレグとそれ
と接するプリプレグを剥がすことができ、各々が投入前の表面を維持している場合は、密
着発生「なし」と判断し、タック性が問題ないと判断した。結果を表１～３に示す。
【００６７】
（３）プリプレグの外観（凝集物の有無）
　プリプレグの外観は、プリプレグの表面を２０倍の拡大鏡を用いて観察し、凝集物の有
無を確認して評価した。凝集物が観察されなかったものは「なし」と表記した。結果を表
１～３に示す。
【００６８】
（４）２５℃貯蔵弾性率
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　２５℃貯蔵弾性率は、樹脂付き銅箔から作製した両面銅張積層板を全面エッチングして
得た積層板を幅５ｍｍ×長さ３０ｍｍに切断したものを試験片として、動的粘弾性測定装
置（株式会社ＵＢＭ製）を用いて測定した。２５℃の貯蔵弾性率が２．０×１０９Ｐａ以
下のものを評価「Ａ」として応力緩和効果を発現可能と判断した。結果を表１～３に示す
。
【００６９】
（５）引張り強度
　引張り強度は、樹脂付き銅箔から作製した両面銅張積層板を全面エッチングした積層板
を幅１０ｍｍ×長さ１００ｍｍに切断したものを試験片として、オートグラフ（株式会社
島津製作所製）を用いて２５℃にて測定した。引張り強度が１０×１０９Ｐａ以上であれ
ば強度が十分であると判断した。結果を表１～３に示す。
【００７０】
（６）引張り伸び率
　引張り伸び率は、樹脂付き銅箔から作製した両面銅張積層板を全面エッチングした積層
板を幅１０ｍｍ×長さ１００ｍｍに切断したものを試験片として、オートグラフ（株式会
社島津製作所製）を用いて２５℃にて測定した。引張り伸び率が２．４％以上であれば応
力緩和効果を発現可能と判断した。結果を表１～３に示す。なお、表中、引張り伸び率が
３％を越えたものは「＞３」と表記した。
【００７１】
（７）耐熱性
　耐熱性は、プリプレグから作製した両面銅張積層板を５０ｍｍ四方の正方形に切り出し
て得た試験片を、２６０℃のはんだ浴中に浮かべて、その時点から試験片の膨れが目視で
認められる時点までに経過した時間を測定して評価した。経過時間の測定は３００秒まで
とし、２５０秒以上は耐熱性が十分であると判断した。結果を表１～３に示す。
【００７２】
（８）銅箔引き剥がし強さ
　銅箔引き剥がし強さは、プリプレグから作製した両面銅張積層板の銅箔を部分的にエッ
チングして３ｍｍ幅の銅箔ラインを形成したものを試験片として、銅箔ラインを、接着面
に対して９０°方向に５０ｍｍ／分の速度で引き剥がした際の荷重を測定して評価した。
引き剥がした際の荷重が０．５ｋＮ／ｍ以上であれば金属箔との接着性は十分であると判
断した。結果を表１～３に示す。
【００７３】
（９）誘電特性（比誘電率Ｄｋ、誘電正接Ｄｆ）
　誘電特性は、プリプレグから作製した両面銅張積層板を銅エッチング液「過硫酸アンモ
ニウム（ＡＰＳ）」（株式会社ＡＤＥＫＡ製）に浸漬することにより銅箔を取り除いた後
、２ｍｍ×８５ｍｍに切断したものを試験片として、ネットワークアナライザ「Ｅ８３６
４Ｂ」（Aglient Technologies社製）を用い、空洞共振器摂動法により、１ＧＨｚでの比
誘電率及び誘電正接を測定して評価した。
　比誘電率及び誘電正接が小さいほど好ましい。特に、比誘電率は４．０以下、誘電正接
は０．０１００未満であれば比誘電率及び誘電正接が良好であると判断した。結果を表１
～３に示す。
【００７４】
（１０）電気絶縁信頼性
　電気絶縁信頼性は、プリプレグから作製した両面銅張積層板をスルーホール穴壁間隔が
３５０μｍとなるよう加工したテストパターンを用いて、各試料について４００穴の絶縁
抵抗を経時的に測定して評価した。測定条件は、８５℃／８５％ＲＨ雰囲気中、１００Ｖ
印加して行い、導通破壊が発生するまでの時間を測定した。測定時間は２０００時間まで
とし、２０００時間以上は電気絶縁信頼性が十分であると判断した。結果を表１～３に示
す。なお、表中、２０００時間を越えたものは「＞２０００」と表記した。
【００７５】
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【表１】

【００７６】
【表２】

【００７７】
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【表３】

【００７８】
　なお、各表中の成分の詳細は以下の通りである。
［（Ａ）成分］
・ＫＨ－ＣＴ－８６５：一般式（Ａ１）で表される化合物であって、エステル部分（ＲＡ

２）に炭素数５～１０のシクロアルキル基を有するメタクリル酸エステル由来の構造を含
み、かつ構造中にニトリル基を含まないアクリルポリマー（日立化成株式会社製、商品名
、重量平均分子量Ｍｗ＝４５０，０００～６５０，０００、エポキシ当量：３，３００ｇ
／ｅｑ）
［（Ｂ）成分］
・ＥＰＩＣＬＯＮ　１５３：テトラブロモビスフェノールＡ型エポキシ樹脂（ＤＩＣ株式
会社製、商品名）
・Ｎ７７０：フェノールノボラック型エポキシ樹脂（ＤＩＣ株式会社製、商品名）
・ＨＰ－７２００：ジシクロペンタジエン骨格含有エポキシ樹脂（ＤＩＣ株式会社製、商
品名）
・ＦＸ－３０５：リン含有エポキシ樹脂（新日鉄住金化学株式会社製、商品名）
［（Ｃ）成分］
・ＳＨＣ－５６００ＴＭ６５：活性エステル硬化剤（ＳＨＩＮ－Ａ社製、商品名）
・ＨＰＣ－８０００－６５Ｔ：ジシクロペンタジエン型ジフェノール構造を含む活性エス
テル硬化剤（ＤＩＣ株式会社製、商品名）
［（Ｄ）成分］
・２ＰＺ：２－フェニルイミダゾール（四国化成工業株式会社、商品名）
［（Ｅ）成分］
・Ｆ０５－１２：破砕シリカ（福島窯業株式会社製、商品名、平均粒子径２．５μｍ）
・Ｆ０５－３０：破砕シリカ（福島窯業株式会社製、商品名、平均粒子径４．２μｍ）
・ＳＣ－２０５０ＫＮＫ：シランカップリング処理をした溶融球状シリカ（株式会社アド
マテック製、商品名、平均粒子径０．５μｍ）
［（Ｆ）成分］
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・ＫＡ－１１６５：クレゾールノボラック樹脂（ＤＩＣ株式会社製、商品名）
・ＬＡ－７０５４：アミノトリアジンノボラック型フェノール樹脂（ＤＩＣ株式会社製、
商品名）
［カップリング剤］
・Ａ－１８７：γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン（モメンティブ・パフォー
マンス・マテリアルズ株式会社製、商品名）
【００７９】
　表１～３から明らかなように、本実施形態の樹脂組成物を用いた実施例１～２０は、十
分な低弾性率、高伸び率、絶縁信頼性、耐熱性及び金属箔との接着性を有しつつ、低比誘
電率及び低誘電正接に優れていることが分かる。一方、比較例１～８は、比誘電率及び誘
電正接に劣っていた。
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